
議第１７号 

 

   高山市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例について 

 

 高山市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

  令和２年２月２５日提出 

 

高山市長  國 島  芳 明    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 高山市下水道事業特別会計及び高山市農業集落排水事業特別会計に地方公営企業法を全部適用す

ることに伴い改正しようとする。 

 

 



   高山市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例 

 （高山市水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 高山市水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年高山市条例第３２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改  正  前 改  正  後 

高山市水道事業の設置等に関する条例 高山市水道事業及び下水道事業の設置等

に関する条例 

  

（水道事業の設置） （設置） 

第１条 （略） 第１条 （略） 

 ２ 都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄

与し、併せて公共用水域の水質の保全に資す

るため、下水道事業（公共下水道事業及び農業

集落排水事業をいう。以下同じ。）を設置する。 

  

 （法の全部適用） 

 第１条の２ 地方公営企業法（昭和２７年法律

第２９２号。以下「法」という。）第２条第３

項及び地方公営企業法施行令（昭和２７年政

令第４０３号。以下「令」という。）第１条第

２項の規定により、下水道事業に法の規定の

全部を令和２年４月１日から適用する。 

  

（経営の基本） （経営の基本） 

第２条 水道事業は、常に企業の経済性を発揮

するとともに、公共の福祉を増進するように

運営されなければならない。 

第２条 水道事業及び下水道事業（以下「上下水

道事業」という。）は、常に企業の経済性を発

揮するとともに、公共の福祉を増進するよう

に運営されなければならない。 

２ 給水区域は、高山市の区域内とする。 ２ 水道事業の経営の規模は、次のとおりとす

る。 

 ⑴ 給水区域は、高山市の区域内とする。 

 ⑵ 給水人口は、８８，８００人とする。 

 ⑶ １日最大給水量は、４１，７００立方メー



トルとする。 

３ 給水人口は、９０，１００人とする。 ３ 公共下水道事業の経営の規模は、次のとお

りとする。 

 ⑴ 処理区域は、高山市の区域内とする。 

 ⑵ 処理人口は、７０，７００人とする。 

 ⑶ １日最大処理能力は、５０，５３０立方メ

ートルとする。 

４ １日最大給水量は、４３，１００立方メート

ルとする。 

４ 農業集落排水事業の経営の規模は、次のと

おりとする。 

 ⑴ 処理区域は、高山市の区域内とする。 

 ⑵ 処理人口は、１１，５６４人とする。 

 ⑶ １日最大処理能力は、５，３６６立方メー

トルとする。 

  

（組織） （組織） 

第３条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号。以下「法」という。）第７条ただし書

及び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令

第４０３号）第８条の２の規定に基づき、水道

事業に管理者を置かないものとする。 

第３条 法第７条ただし書及び令第８条の２の

規定に基づき、上下水道事業に管理者を置か

ないものとする。 

２ 法第１４条の規定に基づき、水道事業を管

理する市長の権限に属する事務を処理させる

ため、水道部を置く。 

２ 法第１４条の規定に基づき、水道事業の管

理者の権限を行う市長及び下水道事業の管理

者の権限を行う市長の権限に属する事務を処

理させるため、水道部を置く。 

  

（重要な資産の取得及び処分） （重要な資産の取得及び処分） 

第５条 法第３３条第２項の規定により予算で

定めなければならない水道事業の用に供する

資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価

を得てする売払い以外の方法による譲渡にあ

つては、その適正な見積価額）が、２，０００

万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若し

くは譲渡（不動産の信託の場合を除き、土地に

ついては、１件５，０００平方メートル以上の

第５条 法第３３条第２項の規定により予算で

定めなければならない上下水道事業の用に供

する資産の取得及び処分は、予定価格（適正な

対価を得てする売払い以外の方法による譲渡

にあつては、その適正な見積価額）が、２，０

００万円以上の不動産若しくは動産の買入れ

若しくは譲渡（不動産の信託の場合を除き、土

地については、１件５，０００平方メートル以



ものに係るものに限る。）又は不動産の信託の

受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

上のものに係るものに限る。）又は不動産の信

託の受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

  

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自治

法第２４３条の２第８項の規定により水道事

業の業務に従事する職員の賠償責任の免除に

ついて議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が３０万円以

上である場合とする。 

第６条 法第３４条において準用する地方自治

法第２４３条の２の２第８項の規定により上

下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任

の免除について議会の同意を得なければなら

ない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が３

０万円以上である場合とする。 

  

（議会の議決を要する負担附きの寄附の受領

等） 

（議会の議決を要する負担附きの寄附の受領

等） 

第７条 水道事業の業務に関し法第４０条第２

項の規定に基づき条例で定めるものは、負担

附きの寄附又は贈与の受領でその金額又はそ

の目的物の価額が１００万円以上のもの及び

法律上市の義務に属する損害賠債の額の決定

で当該決定に係る金額が１００万円以上のも

のとする。 

第７条 上下水道事業の業務に関し法第４０条

第２項の規定に基づき条例で定めるものは、

負担附きの寄附又は贈与の受領でその金額又

はその目的物の価額が１００万円以上のもの

及び法律上市の義務に属する損害賠債の額の

決定で当該決定に係る金額が１００万円以上

のものとする。 

  

（業務状況説明書類の作成） （業務状況説明書類の作成） 

第８条 市長は、水道事業に関し、法第４０条の

２第１項の規定に基づき、毎事業年度４月１

日から９月３０日までの業務の状況を説明す

る書類を１１月３０日までに、１０月１日か

ら３月３１日までの業務の状況を説明する書

類を５月３１日までに作成しなければならな

い。 

第８条 市長は、上下水道事業に関し、法第４０

条の２第１項の規定に基づき、毎事業年度４

月１日から９月３０日までの業務の状況を説

明する書類を１１月３０日までに、１０月１

日から３月３１日までの業務の状況を説明す

る書類を５月３１日までに作成しなければな

らない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次

の各号に掲げる事項を記載するとともに、１

１月３０日までに作成する書類においては前

事業年度の決算の状況を、５月３１日までに

作成する書類においては同日の属する事業年

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次

の各号に掲げる事項を記載するとともに、１

１月３０日までに作成する書類においては前

事業年度の決算の状況を、５月３１日までに

作成する書類においては同日の属する事業年



度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞ

れ明らかにしなければならない。 

度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞ

れ明らかにしなければならない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、水道事業の

経営状況を明らかにするため市長が必要と

認める事項 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、上下水道事

業の経営状況を明らかにするため市長が必

要と認める事項 

３ （略） ３ （略） 

（高山都市計画下水道事業受益者負担金条例の一部改正） 

第２条 高山都市計画下水道事業受益者負担金条例（昭和４７年高山市条例第５８号）の一部を次

のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（規則への委任） （委任） 

第１６条 この条例で定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、市の規則で

定める。 

第１６条 この条例で定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

（高山市下水道条例の一部改正） 

第３条 高山市下水道条例（平成１６年高山市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（終末処理場の名称等） （終末処理場の名称等） 

第３条 本市に、公共下水道を設置する。 第３条 終末処理場の名称、位置及び処理区域

は、別表のとおりとする。 

２ 終末処理場の名称、位置及び処理区域は、別

表のとおりとする。 

 

３ （略） ２ （略） 

  

（排水設備等の計画の確認） （排水設備等の計画の確認） 

第６条 排水設備又は法第２４条第１項の規定

によりその設置について許可を受けるべき排

水施設（これらに接続する除害施設を含む。以

下これらを「排水設備等」という。）の新設等

を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が

排水設備等の設置及び構造に関する法令の規

定に適合するものであることについて、規則

第６条 排水設備又は法第２４条第１項の規定

によりその設置について許可を受けるべき排

水施設（これらに接続する除害施設を含む。以

下これらを「排水設備等」という。）の新設等

を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が

排水設備等の設置及び構造に関する法令の規

定に適合するものであることについて、市長



で定めるところにより申請書に必要な書類を

添付して提出し、市長の確認を受けなければ

ならない。 

が定めるところにより申請書に必要な書類を

添付して提出し、市長の確認を受けなければ

ならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（排水設備等の工事の実施） （排水設備等の工事の実施） 

第７条 排水設備等の新設等の工事（規則で定

める軽微な工事を除く。）は、市長の指定を受

けた者（以下「下水道指定工事店」という。）

でなければ、行ってはならない。 

第７条 排水設備等の新設等の工事（市長が定

める軽微な工事を除く。）は、市長の指定を受

けた者（以下「下水道指定工事店」という。）

でなければ、行ってはならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 下水道指定工事店について必要な事項は、

別に規則で定める。 

３ 下水道指定工事店について必要な事項は、

別に市長が定める。 

  

（排水設備等の工事の検査） （排水設備等の工事の検査） 

第８条 下水道指定工事店は、排水設備等の新

設等の工事が完了したときは、遅滞なくその

旨を市長に届け出て、その工事が排水設備等

の設置及び構造に関する法令並びにこの条例

及びこの条例に基づく規則（以下「法令等」と

いう。）の規定に適合するものであることにつ

いて、市の検査を受けなければならない。 

第８条 下水道指定工事店は、排水設備等の新

設等の工事が完了したときは、遅滞なくその

旨を市長に届け出て、その工事が排水設備等

の設置及び構造に関する法令並びにこの条例

及びこの条例に基づく管理規程（以下「法令

等」という。）の規定に適合するものであるこ

とについて、市の検査を受けなければならな

い。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（除害施設の設置等の届出） （除害施設の設置等の届出） 

第１２条 除害施設を設置し、休止、変更又は廃

止しようとする者は、規則で定めるところに

より、あらかじめ、その旨を市長に届け出なけ

ればならない。届け出た事項を変更しようと

するときも、同様とする。 

第１２条 除害施設を設置し、休止、変更又は廃

止しようとする者は、市長が定めるところに

より、あらかじめ、その旨を市長に届け出なけ

ればならない。届け出た事項を変更しようと

するときも、同様とする。 

  

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出） 

第１４条 使用者が公共下水道の使用を開始 第１４条 使用者が公共下水道の使用を開始



し、休止、変更若しくは廃止又は現に休止して

いるその使用を再開しようとするときは、当

該使用者は、規則で定めるところにより、あら

かじめ、その旨を市長に届け出なければなら

ない。ただし、雨水のみを排除して公共下水道

を使用する場合は、この限りでない。 

し、休止、変更若しくは廃止又は現に休止して

いるその使用を再開しようとするときは、当

該使用者は、市長が定めるところにより、あら

かじめ、その旨を市長に届け出なければなら

ない。ただし、雨水のみを排除して公共下水道

を使用する場合は、この限りでない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（占用の許可） （占用の許可） 

第２７条 （略） 第２７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項本文の規定による許可を受けた者

（以下「占用者」という。）は、占用の期間、

場所その他規則で定める事項を変更しようと

するときは、あらかじめ、市長の許可を受けな

ければならない。 

３ 第１項本文の規定による許可を受けた者

（以下「占用者」という。）は、占用の期間、

場所その他市長が定める事項を変更しようと

するときは、あらかじめ、市長の許可を受けな

ければならない。 

４ （略） ４ （略） 

  

（資金の助成） （資金の助成） 

第３４条 （略） 第３４条 （略） 

２ 前項に規定する助成等について必要な事項

は、別に条例又は規則で定める。 

２ 前項に規定する助成等について必要な事項

は、別に条例又は管理規程で定める。 

  

（規則への委任） （委任） 

第３７条 この条例で定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

第３７条 この条例で定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

（高山市下水道使用料条例の一部改正） 

第４条 高山市下水道使用料条例（昭和５３年高山市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（汚水排除量の算定） （汚水排除量の算定） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 



３ 製氷業、飲料製造業その他の営業に係る使

用者又は市の規則で定めるところにより雨水

とみなすものを排除する使用者で、その使用

水量と汚水排除量とに著しい相違があるとき

は、その旨を市長に申告することができる。 

３ 製氷業、飲料製造業その他の営業に係る使

用者又は市長が定めるところにより雨水とみ

なすものを排除する使用者で、その使用水量

と汚水排除量とに著しい相違があるときは、

その旨を市長に申告することができる。 

４ （略） ４ （略） 

  

（臨時使用） （臨時使用） 

第９条 臨時に排水設備（下水道条例第３条第

４号に掲げる排水設備をいう。）を設けて公共

下水道を使用する者（以下「臨時使用者」とい

う。）の汚水排除量は、第３条第１項の規定に

かかわらず、その使用の態様、使用の期間等を

考慮して市長が認定する。 

第９条 臨時に排水設備（下水道条例第２条第

４号に掲げる排水設備をいう。）を設けて公共

下水道を使用する者（以下「臨時使用者」とい

う。）の汚水排除量は、第３条第１項の規定に

かかわらず、その使用の態様、使用の期間等を

考慮して市長が認定する。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（規則への委任） （委任） 

第１５条 この条例で定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

第１５条 この条例で定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

（高山市下水道センター管理条例の一部改正） 

第５条 高山市下水道センター管理条例（昭和５２年高山市条例第４１号）の一部を次のように改

正する。 

改  正  前 改  正  後 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、高山市下水道条例（平成１

６年高山市条例第１２号）第３条第３項の規

定に基づき、高山市下水道センター（以下「下

水道センター」という。）の管理に関し必要な

事項を定めることを目的とする。 

第１条 この条例は、高山市下水道条例（平成１

６年高山市条例第１２号）第３条第２項の規

定に基づき、高山市下水道センター（以下「下

水道センター」という。）の管理に関し必要な

事項を定めることを目的とする。 

  

（許可の取消等） （許可の取消等） 

第９条 市長は、次の各号の一に該当するとき 第９条 市長は、次の各号の一に該当するとき



は、第４条第２項の規定による使用の許可を

取り消し、又は使用の中止を命ずることがで

きる。 

は、第４条第２項の規定による使用の許可を

取り消し、又は使用の中止を命ずることがで

きる。 

⑴ この条例又はこの条例に基づく規則の規

定に違反して使用したとき。 

⑴ この条例又はこの条例に基づく管理規程

の規定に違反して使用したとき。 

⑵～⑹ （略） ⑵～⑹ （略） 

  

（委任） （委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

（高山市農業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第６条 高山市農業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例（平成１１年高山市条例第１２

号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

高山市農業集落排水処理施設の設置及び

管理に関する条例 

高山市農業集落排水処理施設の管理に関

する条例 

  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４４条の２第１項の規定に

基づき、高山市農業集落排水処理施設（以下

「処理施設」という。）の設置及び管理に関し

必要な事項を定めることを目的とする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４４条の２第１項の規定に

基づき、高山市農業集落排水処理施設（以下

「処理施設」という。）の管理に関し必要な事

項を定めることを目的とする。 

  

（設置及び名称等） （処理施設の名称等） 

第２条 農業集落における環境衛生の向上及び

公共用水域の水質保全に資するため処理施設

を設置する。 

第２条 処理施設の名称、位置及び処理区域は、

別表のとおりとする。 

２ 処理施設の名称、位置及び処理区域は、別表

のとおりとする。 

 

  

（用語の定義） （用語の定義） 



第３条 この条例において次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

第３条 この条例において次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴～⑹ （略） ⑴～⑹ （略） 

⑺ 除害施設 処理施設の機能を妨げ、又は

その処理施設を損傷するおそれのある汚水

で、高山市下水道条例第９条に規定する基

準に適合しない汚水を継続して排除する場

合、その障害を除去するために必要なもの

で使用者が管理するものをいう。 

⑺ 除害施設 処理施設の機能を妨げ、又は

その処理施設を損傷するおそれのある汚水

で、高山市下水道条例（平成１６年高山市条

例第１２号）第９条に規定する基準に適合

しない汚水を継続して排除する場合、その

障害を除去するために必要なもので使用者

が管理するものをいう。 

  

（排水設備等の工事の実施） （排水設備等の工事の実施） 

第１０条 排水設備等の新設等の工事（規則で

定める軽微な工事を除く。）は、市長が指定し

た者でなければ行うことができない。 

第１０条 排水設備等の新設等の工事（市長が

定める軽微な工事を除く。）は、市長が指定し

た者でなければ行うことができない。 

  

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出） 

第１２条 使用者が処理施設の使用を開始し、

休止、変更、若しくは廃止しようとするとき、

又は現に休止している処理施設の使用を再開

しようとするときは、当該使用者は、規則で定

めるところにより、あらかじめ、その旨を市長

に届け出なければならない。 

第１２条 使用者が処理施設の使用を開始し、

休止、変更、若しくは廃止しようとするとき、

又は現に休止している処理施設の使用を再開

しようとするときは、当該使用者は、市長が定

めるところにより、あらかじめ、その旨を市長

に届け出なければならない。 

  

（資金の助成等） （資金の助成等） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ 前項に規定する助成等について必要な事項

は、別に条例又は規則で定める。 

２ 前項に規定する助成等について必要な事項

は、別に条例又は管理規程で定める。 

  

（準用） （準用） 

第２５条 処理施設の管理に関し必要な事項

は、この条例に定めるもののほか、高山市下水

道使用料条例並びにこれに基づく規則の規定

第２５条 処理施設の管理に関し必要な事項

は、この条例に定めるもののほか、高山市下水

道使用料条例及びこれに基づく管理規程の規



を準用する。 定を準用する。 
  

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（高山市行政組織条例の一部改正） 

２ 高山市行政組織条例（昭和５６年高山市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（分掌事務） （分掌事務） 

第２条 各部の主な分掌事務は、次のとおりと

する。 

第２条 各部の主な分掌事務は、次のとおりと

する。 

⑴～⒀ （略） ⑴～⒀ （略） 

⒁ 水道部 ⒁ 水道部 

ア 下水道事業に関すること。 ア し尿処理に関すること。 

イ し尿処理に関すること。  

（高山市情報公開条例の一部改正） 

３ 高山市情報公開条例（平成１１年高山市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 実施機関 市長（水道事業管理者として

の権限を行う市長を含む。）、消防長、教育

委員会、選挙管理委員会、農業委員会、監査

委員、固定資産評価審査委員会、公平委員

会、議会及び高山市土地開発公社（以下「土

地開発公社」という。）をいう。 

⑴ 実施機関 市長（水道事業管理者及び下

水道事業管理者としての権限を行う市長を

含む。）、消防長、教育委員会、選挙管理委

員会、農業委員会、監査委員、固定資産評価

審査委員会、公平委員会、議会及び高山市土

地開発公社（以下「土地開発公社」という。）

をいう。 

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略） 

（高山市個人情報保護条例の一部改正） 

４ 高山市個人情報保護条例（平成１２年高山市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 



（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 実施機関 市長（水道事業管理者として

の権限を行う市長を含む。）、消防長、教育

委員会、選挙管理委員会、農業委員会、監査

委員、固定資産評価審査委員会、公平委員会

及び議会をいう。 

⑴ 実施機関 市長（水道事業管理者及び下

水道事業管理者としての権限を行う市長を

含む。）、消防長、教育委員会、選挙管理委

員会、農業委員会、監査委員、固定資産評価

審査委員会、公平委員会及び議会をいう。 

⑵～⑻ （略） ⑵～⑻ （略） 

（高山市市民参加条例の一部改正） 

５ 高山市市民参加条例（平成２５年高山市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 実施機関 市長（水道事業管理者として

の権限を行う市長を含む。）、消防長、教育

委員会、選挙管理委員会、監査委員、固定資

産評価審査委員会、公平委員会及び農業委

員会をいう。 

⑶ 実施機関 市長（水道事業管理者及び下

水道事業管理者としての権限を行う市長を

含む。）、消防長、教育委員会、選挙管理委

員会、監査委員、固定資産評価審査委員会、

公平委員会及び農業委員会をいう。 

（高山市職員定数条例の一部改正） 

６ 高山市職員定数条例（昭和３７年高山市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

職員定数表 職員定数表 

事務部局別 定数（人） 

１ （略） 

２ 市長の事務部局の職員 ５９３ 

３ （略） 
 

事務部局別 定数（人） 

１ （略） 

２ 市長の事務部局の職員 ５７６ 

３ （略） 
 



４ 公営企業の事務部局の

職員 
２８ 

５～１０ （略） 

合計 ８６０ 
 

４ 公営企業の事務部局の

職員 
４５ 

５～１０ （略） 

合計 ８６０ 
   

（高山市特別会計条例の一部改正） 

７ 高山市特別会計条例（昭和３９年高山市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２０９条第２項の規定により、次の各号に

掲げる特別会計を、当該各号に定める目的の

ため、設置する。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２０９条第２項の規定により、次の各号に

掲げる特別会計を、当該各号に定める目的の

ため、設置する。 

⑴ 下水道事業特別会計 下水道事業  

⑵・⑶ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑷ 農業集落排水事業特別会計 農業集落排

水事業 

 

⑸ （略） ⑶ （略） 

（高山市公契約条例の一部改正） 

８ 高山市公契約条例（平成２９年高山市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 市長 市長及び水道事業管理者としての

権限を行う市長をいう。 

⑵ 市長 市長並びに水道事業管理者及び下

水道事業管理者としての権限を行う市長を

いう。 

⑶～⑺ （略） ⑶～⑺ （略） 

（高山市分担金徴収条例の一部改正） 

９ 高山市分担金徴収条例（昭和５６年高山市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 



改  正  前 改  正  後 

（委任） （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

 


